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Ⅰ．はじめに 

地震調査研究推進本部（以下「推進本部」という。）は、地震に関する総合

的な調査観測計画を策定することとしており、平成 9年 8月には、「地震に関

する基盤的調査観測計画」（以下「基盤計画」という。）を策定した。関係機

関（関係行政機関、国立大学法人及び関係する独立行政法人等をいう。以下同

じ。）は、基盤計画に基づき、基盤的調査観測と位置付けられた高感度・広帯

域地震計、強震計、GPS 連続観測施設の整備や活断層調査の実施等を精力的に進

めてきており、活断層調査については一部のデータに不足が存在するものの、

基盤計画に示された当初の目標が相当程度達成されてきている。 

この状況を踏まえ、推進本部は、平成 13 年 8 月、「地震に関する基盤的調査

観測計画の見直しと重点的な調査観測体制の整備について」（以下「基盤計画

の見直し等」という。）を策定し、今後、海域における地震・地殻変動の観測

や地殻構造の調査を充実させるとともに、強い揺れに見舞われる可能性が相対

的に高い地域においては、基盤的調査観測に加え、重点的な調査観測体制を整

備するとした。 

この中で、それまでの長期評価の結果、強い揺れに見舞われる可能性が相対

的に高いとされた糸魚川－静岡構造線断層帯、宮城県沖については、パイロッ

ト的に重点的な調査観測を行う対象とされ、平成 14 年度から３年間の計画で調

査観測を実施することとなった。 

さらに、調査観測計画部会は、平成 14 年 4 月から、東南海・南海地震を対象

とした調査観測の強化について検討を進め、平成 15 年 6 月、「東南海・南海地

震を対象とした調査観測の強化に関する計画（第一次報告）」（以下「東南海・

南海調査観測計画」という。）をとりまとめた。東南海・南海地震については、

平成 13 年 9 月に公表された長期評価において、強い揺れに見舞われる可能性が

相対的に高いことが示されている。この長期評価を契機に、平成 14 年 7 月、「東

南海、南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」が成立、交付、

平成 15 年 7 月には、施行がなされた。このような状況を踏まえとりまとめられ

た「東南海・南海調査観測計画」において、東南海・南海地震は、重点的な調

査観測の対象に位置づけられている。 

基盤計画の見直し等において指摘された重点的な調査観測体制の整備につい

ては、このような形をとって既に一部実施されるところとなっている。こうし

た状況も踏まえつつ、調査観測計画部会では、これまでの基盤的調査観測の成

果を受けて、全国を概観する地震動予測地図が作成される平成 16 年度を迎える

に当たり、全体的な体制整備の枠組みを改めて整理することとなった。この結

果、平成 15 年 10 月、活断層を対象とした重点的調査観測手法等検討専門委員

会（以下「活重点専門委員会」という。）及び海溝型地震を対象とした重点的

調査観測手法検討専門委員会（以下「海重点専門委員会」という。）が設けら

れた。 
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本中間報告書は、活重点専門委員会及び海重点専門委員会におけるこれまで

の検討をもとに、活断層の今後の基盤的調査観測、活断層及び海溝型地震を対

象とした重点的な調査観測手法について、中間とりまとめを行ったものである。 

なお、平成 12 年 11 月に宮城県沖地震、平成 14 年 7 月に三陸沖から房総沖に

かけての地震活動、平成 15 年 3 月に千島海溝沿いの地震活動についての長期評

価が公表され、それぞれ平成 15 年 11 月に変更された。これら長期評価等を契

機に、平成 16 年 3 月、「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対

策の推進に関する特別措置法」が成立、同年４月に公布された。同法には、日

本海溝・千島海溝周辺の海溝型地震に関する観測施設の整備に努めなければな

らないとの規定がある。このような状況を踏まえ、日本海溝・千島海溝周辺の

海溝型地震を対象とした調査観測に着手する必要が生じているところである。

このため、本中間報告書を踏まえた同地域を対象とする調査観測の進め方につ

いては、別添として記述するものとする。 
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Ⅱ．活断層を対象とした調査観測 

Ⅱ－１．基盤的調査観測のレビューと見直し 

１．活断層調査の位置づけ 

 陸域及び沿岸域における活断層の調査は、内陸地震が発生する場所、規模、

時期を評価する観点から、その位置、形態、活動履歴に関するデータを得るこ

とが目的である。調査対象とする活断層は、その活動が社会的或いは経済的に

大きな影響を与えると考えられるものの中から選択することとされ、全国で 98

の断層帯が調査対象に選ばれたところであった。 

 

２．活断層調査及び長期評価のこれまでの状況 

 活断層については、これまで交付金活断層調査（国が経費を負担して地方公

共団体が実施する活断層調査）が行われてきたが、今年度中に一通りの調査が

終了する予定である。なお、大学、産業技術総合研究所、国土地理院、海上保

安庁等においてもそれぞれの目的を踏まえ、調査が行われてきている。 

 基盤的調査観測としての活断層調査の結果を踏まえ、平成16年7月9日現在、

57 の断層帯について長期評価を終えた。残り 41 の断層帯についても位置及び形

態に関する評価については平成 16 年 9 月末までに、過去の活動履歴や将来の活

動予測に関する評価についても今年度末までにとりまとめ、長期評価の評価書

とする予定である。 

 

３．活断層調査の補完的な調査の必要性 

 現在、活断層の評価が着実に出そろいつつあるが、公表済みの評価書の内容

からうかがえるように、信頼度の高い長期評価を提供する観点から、補完的な

調査を必要とする断層帯が相当数見出されている。ただし、このような断層帯

においても、評価書の「今後に向けて」の節で示されているように、問題点に

対する有効な調査手法がある程度判明しているものも多い。調査すべき断層と

調査手法を予めよく吟味し、有効と考えられる調査項目を選択することで、基

盤的調査観測として確実な成果を得ることが期待できる。 

 

４．新たな調査対象の発見等 

 平成 9 年度に基盤的調査観測の対象として 98 断層帯が選定された段階では、

空中写真判読による変位地形の抽出により活断層が指摘されていた。その後、

より詳細な空中写真を用いた変位地形の組織的な抽出や、反射法弾性波探査を

用いた浅い地下構造の調査、音波探査等を用いた海域の変動地形調査が進めら

れた結果、基盤的調査観測の対象となるべき基準を満たす活断層が起震断層換

算で新たに 11 断層帯（注１）確認されることとなった。これらの断層帯は、そ

の活動性が殆ど判明していないことから、今後、新たな基盤的調査観測の対象

断層として、追加的な調査を行う必要が生じている。 
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 これらを対象にした追加的な調査も、当初の基盤的調査観測の結果を補うと

いう意味においては、補完的な調査として位置づけられることになる。 

 

５．補完的な調査を行うべき断層帯の選定基準 

 （４）で示した新たに基盤的調査観測の対象となるべき基準を満たすことが

確認された断層帯に加え、これまで基盤的調査観測を行った断層帯の中で、補

完的な調査が必要となるものとしては、下記の各条件に該当するものがあげら

れると考えられる。 

① 過去の活動履歴が不明であるか、あるいは信頼度が低い断層帯 

② 将来における地震発生確率の値の幅が大きい断層帯 

③ 断層の位置・形態及び活動区間に関して不明瞭な要素が多い断層帯 

 これらの条件に該当する断層帯においては、その断層帯が分布する地域が強

い揺れに見舞われる可能性に関する信頼度を向上させる観点から、基盤的調査

観測の不足部分を補完するための調査を実施する必要性が高いものと考えられ

る。 

 公表した評価書については、「今後に向けて」において、当該断層帯の過去

の活動履歴を中心に、さらなる調査が必要な項目が指摘されている。補完的な

調査を行うに当たっては、これら指摘事項の内容を精査した上で、調査に要す

る費用と期待される成果を勘案しつつ、確実に成果が得られる調査項目につい

て実施すべきである。 

なお、既に、第二回の当専門委員会において、類似の観点から産業技術総合

研究所から補完的な調査が必要な断層帯の案が示されている。補完的な調査の

対象となる断層帯を選定するに当たっては、この案も参考にしつつ上記条件に

鑑みて決定することが適当である。 

 

６．補完的な調査に必要な経費と実施機関に関する条件 

 従来の活断層調査は、都道府県、大学、産業技術総合研究所、国土地理院、

海上保安庁等が互いに独立に実施してきた。文部科学省では、このうち都道府

県に対して、調査に必要な経費を交付してきたが、交付金については、平成 17

年度限りで制度的に打ち切られることとなっている。これらの状況を踏まえつ

つ、地震調査研究推進本部として、補完的な調査の実施により信頼度の高いデ

ータを得ることができる枠組みの確保について検討すべきである。 

 なお、新たに基盤的調査観測の対象となるべき基準を満たすことが確認され

たことで、調査対象となる断層帯についても、調査実施については、同様な枠

組みによることが適当であろう。 

 

Ⅱ－２．活断層で発生する地震を対象とした重点的な調査観測について 

 １．重点的な調査観測の目的 
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基盤的調査観測は、ほぼ全国的に偏りのない形で実施されてきた。平成 16 年

度末には、その成果に基づき全国を概観した地震動予測地図が作成され、地域

毎に強い揺れに見舞われる可能性を比較することが可能となる。強い揺れの可

能性が相対的に高い地域では、基盤的な調査観測に加え、特定の地震を対象と

した重点的な調査観測体制の整備を行うことが重要である。 

 重点的な調査観測体制の整備を行う目的は、強い揺れに見舞われる可能性が

相対的に高い地域で、基盤的調査観測が果たしてきた役割をさらに高度化させ

ることであり、地震による被害の軽減及び地震現象の解明のための基盤的デー

タを提供する観点から、次のようになると考えられる。 

目的Ⅰ：長期的な地震発生時期及び地震規模の予測精度を向上させること 

目的Ⅱ：地殻活動の現状把握を高度化すること 

目的Ⅲ：強震動の予測精度を向上させること 

活断層で発生する地震は、プレート境界で発生する地震と比較して発生間隔

が長いため、長期評価の精度を向上させる観点からは、有用なデータの蓄積が

進みにくい。したがって、長期評価の高度化を進めるための基礎的研究に資す

る基盤的データを蓄積することにも留意すべきである。また、重点的な調査観

測体制を敷くべき地域において、基盤的調査観測としての目標が十分には達成

されていない調査観測項目が存在する場合には、その部分を優先的に実施する

必要がある。 

 

２．重点的な調査観測に求められる観点 

 重点的な調査観測の３つの目的を達成するためには、活断層を対象とした調

査観測として次の観点が重要である。 

（１）地震規模の予測の高度化 

 地震とは、地下の岩盤が断層面に沿って破壊し、ずれることであるが、この

断層面の大きさ（長さ、幅）は、発生する地震の規模と強い相関関係がある。

したがって、断層面の大きさを正確に評価することは、その活断層で発生する

地震の規模を推定する上で重要である。 

 規模の大きな地震では、断層面が地下の広い範囲でずれた結果として、地表

に地震断層その他の断層変位地形が出現する。したがって、地表における調査

を高度化することによって、断層の分岐や屈曲の分布及び断層沿いの変位量の

分布を詳細に把握し、活断層で地震が発生する場合に一度にずれる範囲（長さ）

を正確に特定することが可能になる。 

 また、微小地震観測や様々な物理探査による地下構造調査を実施して、活断

層の地下深部での形態（断層の深さ方向の幅や傾斜等）を解明することによっ

て、震源断層の三次元構造を推定することが期待できる。 

 このように、地表及び地下の断層形状を高精度に把握することは、断層の活

動区間の評価、発生する地震の規模の評価を高度化する上で極めて重要である。
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さらに、地震発生層の上限及び下限の深さを正確に求め、地震規模の予測の高

度化に資する観点から、次に述べる地球物理学的調査観測も重要である。 

（２）断層帯周辺における地球物理学的調査観測の推進 

 活断層の活動度は、主として基盤的調査観測に基づく変動地形調査及び活動

履歴調査から得られた結果に基づいて評価されてきた。一方、基盤的調査観測

の一環として明らかになった断層帯周辺における現在あるいは近い過去の地震

活動、地殻変動その他の地球物理学的調査観測から得られる知見を、活断層の

長期評価に反映させるためには、地殻活動の現状把握を高度化し、現時点での

断層の活動を地震発生サイクルの中で位置づける必要がある。 

 これら地球物理学的調査観測から得られる断層帯周辺における広域の地殻活

動が、どのようにして活断層の活動に結びつくのかについては、まだ十分な精

度で解明されているとは言えない。したがって、長期評価の高度化を進めるた

めの基礎的研究に資する基盤的データを蓄積する観点から、断層スケールの稠

密調査観測が必要である。また、地殻活動の現状評価を高度化して、断層帯周

辺における応力集中の様子を把握する観点から、断層帯周辺における地球物理

学的調査観測を推進することが大変重要である。 

（３）活動履歴の解明の高度化 

 断層帯で発生する最大規模の地震は、固有地震モデルに基づき発生すると考

えられている。したがって、断層帯の今後の活動を高い精度で予測するために

は、その断層帯における過去の活動履歴を高い精度で解明することが不可欠で

ある。 

 これまで、断層帯の過去の活動履歴は、主としてトレンチ調査によって解明

されることが多かった。トレンチ調査の有用性は今後も変わることはないと考

えられるが、地表付近が撓曲を呈している断層帯等、トレンチ調査が必ずしも

有効とは限らない場合もある。そのような断層帯において過去の活動履歴を解

明する手法を開発することも今後は必要である。 

（４）強震動予測の高度化 

 強震動予測の高度化のためには、（１）～（３）で得られる断層の三次元形

状、断層内の強震動発生領域の位置や大きさ、破壊伝播方向といった断層の巨

視的・微視的特性に加えて、震源から地表に至る地震波の伝播特性に関する情

報が必要である。強い地震動に見舞われる可能性が予想される地域等において、

地震波の伝播特性や堆積層での増幅特性を把握することは、強震動予測を高度

化するために必要である。 

 

３．具体的な調査観測項目 

 重点的な調査観測の３つの目的を達成するために、調査観測の観点毎に、具

体的に実施すべき調査観測項目を挙げると、以下のとおりとなる。 

（１）地震規模の予測の高度化 
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 変動地形調査 

 高感度・広帯域地震観測 

 地下構造調査 

 その他の地球物理学的調査観測 

（２）断層帯周辺における地球物理学的調査観測の推進 

 高感度・広帯域地震観測 

 GPS 連続観測等による地殻変動観測 

 電磁探査 

 重力探査 

 地殻応力測定 

 その他の物理探査 

（３）活動履歴の解明の高度化 

 変動地形調査 

 トレンチ調査 

 浅層ボーリング調査 

 その他の地下地質調査 

 浅層高分解能物理探査 

 年代測定 

 史料地震学的調査 

 考古地震学的調査 

（４）強震動予測の高度化 

 強震観測 

 地震基盤・地下深部の構造調査 

 浅部地盤の構造調査 

 なお、高感度・広帯域地震観測、強震観測、GPS 連続観測等による地殻変動観

測、浅層ボーリング調査等、基盤的調査観測でも実施してきた調査項目につい

て、より高密度での調査観測体制を整備することも重要である。さらに、地震

観測については、地下構造調査と連携した速度構造モデルによる震源再決定や、

強震動予測手法の高度化等、解析手法の高度化も併せて推進すべきである。 

 

４．パイロット的な重点的調査観測等の活用 

 基盤的な調査観測が進行中の段階であっても、公表済みの活断層や海溝型地

震に関する長期評価から、強い揺れに見舞われる可能性が高いと予測できる地

域は存在し、そのような地域においては先行的に重点的な調査観測を実施する

ことも可能である。 

 このため、地震調査研究推進本部では、大学や研究機関と共同して、いくつ

かの地域において、特定の地震を対象に、既存の手法を組み合わせてより高度

な調査観測手法を編み出すことも視野に入れつつ、パイロット的な重点的調査
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観測に着手してきた。活断層に関しては糸魚川－静岡構造線断層帯を対象地域

として平成 14－16 年度の３ヶ年計画で実施している。これまでに実施された調

査観測の主な成果は以下のとおりである。 

○地震規模の予測の高度化 

 臨時稠密地震観測、反射法地震探査、重力探査、電磁気探査を実施して、糸

魚川－静岡構造線断層帯の北部と南部の違いを明らかにした。北部では東傾斜、

南部では西傾斜の断層であることが分かり、糸魚川－静岡構造線断層帯の３次

元形状が明らかになりつつある。これらは、断層の活動区間の評価と、地震規

模の予測の高度化に資するデータとなる。 

○断層帯周辺における地球物理学的調査観測の推進 

 自然地震観測のための高感度テレメータ地震観測、機動的地震観測を実施し

て、水平方向に不均質な地域での高精度の震源分布を得た。また、稠密 GPS 連

続観測によって、基盤的 GPS 観測網による広域歪み場と断層規模の局地的歪み

場の関係が解明されつつある。 

○活動履歴の解明の高度化 

 高解像度 DEM（注２）に基づいて変動地形の数値情報解析を行い、断層変位地

形の３次元情報を整備するとともに、それをベースとした断層活動評価に資す

るデータを収集した。また、歴史資料の収集が進展し、1858 年大町地震や 1714

年小谷地震の震度分布が明らかとなった。 

 なお、科学技術振興調整費により平成 11－15 年度に行われた「陸域震源断層

の深部すべり過程のモデル化に関する総合研究」でも、糸魚川－静岡構造線断

層帯をテストフィールドの１つとし、パイロット的な重点的調査観測と連携し

て調査観測を実施した。 

 さらに、平成 14 年度から５カ年計画で実施されている「大都市大震災軽減化

特別プロジェクトⅠ：地震動（強い揺れ）の予測『大都市圏地殻構造調査研究』」

では、１）大深度弾性波探査、２）大規模ボーリング調査、３）断層モデル等

の構築、が実施されている。地震発生源の特定が難しい首都圏・関東平野南部

と近畿圏等で、大地震を発生させる仕組みを解明するため、大規模な地殻構造

の調査研究とボーリング調査が実施され、その結果に基づき、高精度の地震動

予測を行うための断層モデル等を構築しつつある。 

 これらの調査観測を通じて、重点的な調査観測項目に挙げられた調査観測を

さらに継続していくことの重要性が明らかになりつつある。したがって、今年

度で終了するパイロット的な重点的調査観測の扱いについては、（正式な）重

点的な調査観測に移行して実施することが妥当と考える。 

 なお、重点的な調査観測の実施にあたっては、今後の詳細なレビューを活か

しつつ、調査観測手法の改善を図ることが重要である。 

 

Ⅱ－３．付帯事項 
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 最後に、活重点専門委員会にて、以下の各項について重要なコメントが出さ

れたことから、ここに付記することとした。 

 

○ 海域における地形・活断層調査との分担 

 海域（沿岸域を除く）に存在する活断層については、水深が深い地域に位置

していることや、完新世の地層に覆われていない等の理由により、陸上あるい

は沿岸域に存在する活断層と同様の手法で調査及び評価を行うことが難しい。 

 海域に存在する活断層の調査は、この専門委員会の直接の検討対象ではない

が、活断層の地下深部における挙動は、その活断層が内陸・海域のいずれに分

布するかによらない可能性が高い。したがって、海域に存在する活断層につい

ても、基盤的な調査観測を補完的に実施するとともに、長期評価の結果を踏ま

え、必要に応じて重点的な調査観測の対象にも含めることを検討すべきである。 

 

○ 評価手法の見直しについて 

 現行の長期評価においては、重点的な調査観測で得られるような調査観測結

果を取り入れつつも、変動地形調査やトレンチ調査等の地表付近で行われる調

査結果に基づいた評価が主体となっている。今後は、補完的な基盤的調査観測

及び重点的な調査観測を実施することで、新たな知見が得られた場合、活断層

の長期評価等も随時見直しを行うことが必要になるが、その際、地震調査委員

会長期評価部会において、平成 17 年度以降に評価手法のさらなる高度化につい

ても、十分な検討を行うべきと考えられる。 

 

○ 調査対象となる活断層の範囲の拡張 

 マグニチュード 7.0 よりも小さな規模の地震は、地表に地震断層を生じさせ

ない可能性があるため、トレンチ調査や変動地形調査等では過去の活動を推定

できない場合がある。一方、過去の被害地震記録を精査してみると、50 人以上

犠牲者が出た地震に関係する断層は、98 断層帯の半分しかないことから、固有

地震の規模がマグニチュード 7.0 に満たない小規模な断層帯の地震発生可能性

についても一定水準の評価が必要である。 

 小規模の活断層は数が多く、また、変位の判断基準となる地形が不鮮明であ

るものも見られるため、これら全てを完全に調査するのは困難である。しかし、

位置の正確な特定及び平均変位速度の推定に限定すれば、変動地形調査等によ

ってある程度目的を達成することが可能である。それらの調査を基盤的な調査

観測に準ずる調査（準基盤的調査）として位置づけ、精密な断層位置図を整備

することも検討する余地があると考えられる。 
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（注１） 新たに基盤的調査観測の対象となるべき基準を満たすことが確認さ

れた活断層（試案） 

（起震断層換算で 11 断層帯、名称は一部仮称、選定は一部産業技術総合研究所

資料による） 

・沼田－砂川付近の断層帯（北海道） 

→ 増毛山地東縁断層帯と併せて評価したが、その特性は殆ど未解明 

・サロベツ断層帯（北海道） 

・会津盆地東縁断層帯（福島県） 

→ 会津盆地西縁断層帯と併せて評価する予定であるが、その特性は殆ど未解

明 

・高田平野東縁の断層帯（新潟県） 

・六日町断層帯（新潟県） 

・魚津断層帯（富山県） 

・浦底－柳ヶ瀬山断層帯（福井県、滋賀県） 

→ 柳ヶ瀬－関ヶ原断層帯で併せて評価したが、その特性は殆ど未解明 

・曽根丘陵断層帯（山梨県） 

・安芸灘の断層帯（広島県、山口県） 

・宇部沖の断層帯（山口県） 

・人吉断層帯（熊本県） 

 

（注２）DEM：数値地形モデル。Digital Elevation Model の頭文字を取ったも

の。 
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Ⅲ．海溝型地震を対象とした重点的な調査観測 

１．重点的な調査観測の目的 

海溝型地震については、既に平成１５年度から東南海・南海地震について重

点的な調査観測との位置づけの下、調査観測が行われている。今後は長期評価

等の結果を踏まえ、対象を拡げていくこととなる。 

重点的な調査観測の目的として、基盤計画の見直し等では基盤的調査観測網

の果たしてきた役割をさらに高度化する観点から、以下の項目が示されている。 

○長期的な地震発生時期、地震規模の予測精度の向上 

○地殻活動の現状把握の高度化等地震発生前・後の状況把握 

○強震動の予測精度の向上 

海溝型地震においては、津波への対応が重要である。したがって、重点的な

調査観測においては、基盤的調査観測が目的とした「津波予測の高度化」のさ

らなる精度向上を目指すことを目的に加えることとし、上記 3番目の項目につ

いては、 

○強震動と津波の予測精度の向上 

とする。 

 

２．重点的な調査観測の観点と課題 

（１）プレート境界で発生する地震に関する知見 

 プレート境界では、その形状や性質が空間的に一様ではないために、プレー

ト運動とともに準静的（非地震性）すべりが卓越している領域（準静的すべり

域）と地震性すべりが卓越する領域（アスペリティ）が混在している。準静的

すべりによりアスペリティ周辺には歪みが蓄積され、それが限界に達したとき

に地震が発生すると考えられている。 

アスペリティが小さいものほど、歪み蓄積の限界に達するまでの時間が短い。

また、同じアスペリティで発生する地震は、波形が似ていることが予想できる。

日本海溝では、同じ場所に繰り返し小さな地震が起こる現象が広く見られ、こ

れらの地震を「小繰り返し地震」と呼ぶことがある。この小繰り返し地震の再

来間隔を観測することにより、準静的すべりを量的に推定することができる。 

陸域の GPS 観測網の整備により、日本列島周辺のプレート境界において、こ

のような準静的すべり域及びアスペリティの存在が観測されるようになった。

また、近代的な地震観測が始まってからの数十年の波形データを調べることに

よって、多くの小繰り返し地震が見つかっている。このようにして、地震観測

や GPS 観測を通して、プレート境界面における準静的すべりを推定する手がか

りが得られてきた。 

 

（２）海溝型地震を対象とした重点的な調査観測の観点 
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 以上のような知見を踏まえ、海溝型を対象とした重点的な調査観測は、次の

観点が重要である。 

①地震活動の現状把握の高度化 

プレート境界で発生する地震の正確な震源分布を得ることで、プレートの巨

視的な形状を把握することが可能となる。また、海溝型地震発生の理解を推進

するためには、小繰り返し地震の活動を含め、アスペリティ周辺の地震活動を

詳細に把握する必要がある。この点においても地震活動の現状把握を高度化す

ることが重要である。 

②地殻変動の現状把握の高度化 

陸域の GPS 観測網により、プレート境界の準静的すべり及び固着状況の把握

が可能となった。今後は、陸域の高密度観測に加え、海域における地殻変動観

測体制を整備し、その観測精度を向上させて、地殻変動の把握を高度化するこ

とが重要である。 

③地震発生の多様性の把握 

 現在、地震発生の長期的予測は、過去に発生した地震に基づき次の地震発生

について予測する統計的手法を中心として行っている。過去の地震に関する調

査については、今後も過去の地震データによる調査、史料を用いた調査及び地

質学的調査を継続し、過去に発生した地震の多様性（個々の地震についての多

様性の他、複数の想定震源域の連動等）を把握することが重要である。 

④プレート境界地震の発生モデルの高度化 

プレート境界における応力の集中過程に関する理解を深め、プレート境界地

震の発生モデルの高度化に資するデータ蓄積が重要である。 

⑤震源過程、地震波伝播特性、津波の波源及び伝播特性の把握 

 強震動予測及び津波予測については、既存データからモデルを作成し、予測

計算を行っている。しかし、モデルの作成及びモデルを用いての予測計算に必

要なデータが不足しており、仮定したデータを用いざるを得ない状況にある。

モデル及びそれを用いた予測計算の精度向上を目指したデータ取得の取組が重

要である。 

なお、プレート境界の巨大地震においては長周期地震動が生成され、大規模

堆積層構造によりその地震動が増幅されるため、それに即したデータ精度の向

上が必要である。 

⑥高度な津波予測を目指した取組の推進 

 現在の津波予測は、地震動を観測し、震源やマグニチュード等を求め、モデ

ルに当てはめることで行っている。津波地震など長周期地震に伴い発生する津

波は、津波の規模に対応するような地震動をとらえることができないと考えら

れており、正確な津波予測が困難であるという課題が残されている。このため、

沖合での津波発生の直接的観測や、即時的波源モデルの推定に関する研究の推

進が重要である。 
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（３）海溝型地震を対象とした重点的な調査観測の課題 

 以上の観点を踏まえ、海溝型地震を対象とした重点的な調査観測の目的達成

を目指した課題について、東南海・南海調査観測計画で示された課題を基に改

めて検討・整理する。 

 

目的Ⅰ．地殻活動の現状把握の高度化等地震発生前・後の状況把握 

東南海・南海調査観測計画では、次の課題が示された。 

○地震活動の現状把握の高度化 

○地殻変動の現状把握の高度化 

これら課題については、そのまま課題として残す。 

課題① 地震活動の現状把握の高度化 

課題② 地殻変動の現状把握の高度化 

 

目的Ⅱ．長期的な地震発生時期、地震規模の予測精度の向上 

東南海・南海調査観測計画では、次の課題が示された。 

○東南海・南海地震の多様性の把握 

○プレート境界面の巨視的形状等の把握 

○プレート間の結合の強さの空間分布の把握 

○応力の集中過程、歪の蓄積過程の把握 

○プレート境界域の性状等の把握 

これらを、現在の長期予測を行う際に用いられている統計的手法で精度向上

を目指すための課題③と、今後の基礎的研究が進むことにより期待されるプレ

ート境界地震の発生モデルに基づいた予測を目指す課題④に整理する。 

課題③ 地震発生の多様性の把握 

課題④ プレート境界地震の発生モデルの高度化 

 

目的Ⅲ．強震動と津波の予測精度の向上 

東南海・南海調査観測計画では、次の課題が示された。 

○想定東南海・南海地震の震源過程の推定 

○波源の特性の把握 

○プレート境界付近の微視的形状等の把握 

○深い地下構造の把握 

○浅い地盤構造の把握（国と地方公共団体の役割分担に留意） 

○津波伝播特性の把握 

これらを、地震発生源に係る課題⑤、地震波伝播に係る課題⑥、及び津波の

波源及び伝播に係る課題⑦に整理し、高度な津波観測・予測に係る課題⑧を追

加する。 
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なお、目的Ⅲについては、対象とする地震についての重点的な調査観測を行

う他に、特定の地震を対象としない地域毎の特性調査も重要である。 

課題⑤ 震源過程の推定 

課題⑥ 地下構造の把握及び地震波伝播特性の把握 

課題⑦ 津波の波源及び伝播特性の把握 

課題⑧ 高度な津波観測と即時的波源モデルの推定 

 

３．先行的に行われている調査観測とその成果 

 海溝型地震について、先行的に行われている調査観測とその成果は次の通り

である。 

 

（１）平成 15 年（2003 年）十勝沖地震に関する緊急調査研究 

 平成 15 年 9 月 26 日に発生した十勝沖地震は、マグニチュード 8.0 の太平洋

プレートと陸側のプレートの境界に発生した海溝型地震であった。この地震は、

平成 15 年 3 月に地震調査研究推進本部が発表した「千島海溝沿いの地震活動の

長期評価について」においてその発生が想定されていた地震と考えられている。

この研究は 2003 年十勝沖地震の発生後、科学技術振興調整費により緊急に行わ

れた。 

この十勝沖地震の緊急研究では、以下の項目について調査がなされた。 

・海底地震観測による余震分布の解析 

海底地震観測 

地殻構造調査のための反射法地震探査 

・地殻変動観測  

GPS 連続観測 

GPS 繰り返し観測による余効変動観測 

重力観測  

・津波・被害調査 

津波遡上高・被害の調査 

高精度の数値シミュレーションに基づく十勝沖地震津波の波形解析 

津波遡上高の詳細解析に基づく津波発生機構の解明 

地震・津波による海底への影響 

地震動特性と被害との関係調査 

石油タンク等の危険物貯蔵施設への影響の調査 

住民に対する津波避難アンケート調査 

・総合解析 

海底地震データと陸域地震データとの統合解析 

遠地及び強震動地震記録、津波記録による十勝沖地震の震源過程の解析 

津波励起機構の総合研究 
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地震、地殻変動、津波・被害データによる総合解析 

 

 研究の主な成果は以下の通りである。 

○地震活動把握の高度化に関する成果 

陸域の高感度地震計と海底地震計データの統合により、大地震後の余震分布

を正確に把握することができ、この地震はプレート境界で発生したことが明ら

かにされた。また、陸域の観測点だけで決めた震源は、やや深めであることが

分かり、海域における地震観測における、海底地震計の重要性が改めて認識さ

れた。 

○地震発生に関する多様性の把握に関する成果 

1952 年十勝沖地震との比較では、同じアスペリティが再び破壊されたと考え

られ、両者の震度分布はほぼ同じであった。ただし、津波波源域の解析では両

者に若干の違いがあり、1952 年の津波波源域は、2003 年の震源域に加え、その

余効すべり領域を含んだものであった。 

○地殻変動把握の高度化及びプレート境界地震の発生モデルの高度化に関する

成果 

この地震では、大きな余効すべりも発生しており、これは陸域の高密度な地

殻変動観測による高精度の解析で明らかになった。この解析結果はプレート間

結合の解明に寄与するものである。 

 

 その他、以下の項目についても成果が挙がっている。 

○強震計・測地データの同時インバージョンによる震源過程の解析 

○インバージョンによる津波波源域の把握と大きな後続波を生み出した津波伝

播特性の把握 

○苫小牧における石油タンク被害に関連した長周期地震動の生成と伝播過程の

把握 

 

また、陸域に設置してあった３成分歪計では、地震断層の生成に伴う歪地震

動を記録しており、この記録を解析することにより、３成分歪計は津波予測の

高度化にもつながる可能性があることが分かった。 

 

（２）宮城県沖地震を対象としたパイロット的な重点的調査観測 

 宮城県沖については、長期評価の結果等により強い揺れに見舞われる可能性

が相対的に極めて高いと判断された地域であることから、平成 14 年度からパイ

ロット的な重点的調査観測として以下の調査観測を行っている。 

・地震活動の履歴調査 

過去の地震データを利用した震源の再決定 

津波波形解析による過去の地震調査 
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史料を用いた過去の地震調査 

波形インバージョンによるアスペリティ空間分布調査 

・海底地震観測 

自己浮上式海底地震計による地震観測 

陸域高感度地震観測網による地震観測 

・地殻変動観測 

GPS／音響測距結合方式による海底地殻変動観測 

陸上地殻変動観測（GPS、水準測量、合成開口レーダー） 

重力観測 

・海底地殻構造探査 

  

 現在、調査観測は最終年度の３年目に入ったところであるが、次に挙げる成

果が得られつつある。このように、パイロット的な重点的調査観測については、

当初の目的を達成しつつあると考えられ、その成果を重点的調査観測に生かす

ことが求められる。 

○地震発生に関する多様性の把握 

 過去に発生した地震の震源分布、アスペリティの分布、震度分布及び津波の

詳細な状況が明らかになった。 

○地震活動把握の高度化 

 陸域の高感度地震計及び海底地震計を統合した震源分布から、プレート境界

面の形状やそこで発生する小繰り返し地震の活動状況が明らかになった。 

○地殻変動把握の高度化 

 震源域及びその周辺の高精度地殻変動の把握が可能となり、プレート境界面

上の固着領域の分布が明らかになった。また、宮城県沖地震のアスペリティ周

辺で固着がはがれ、準静的すべりが進行している様子が捉えられた。 

○海底地殻構造の把握 

 (平成 16 年度実施予定) 

 

（３）東南海・南海地震に関する調査研究 

 文部科学省では、東南海・南海調査観測計画の方針に従い、平成 15 年度から

「東南海・南海地震に関する調査研究－予測精度向上のための観測研究－」を、

以下の通り実施している。 

・東南海・南海地震の想定震源域におけるプレート形状等を把握するための構

造研究 

  広角反射・屈折法調査 

  反射法調査 

  短期観測型自己浮上式海底地震計による機動的地震観測 
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・東南海・南海地震の想定震源域における微小地震分布を把握するための海底

地震観測研究 

  長期観測型自己浮上式海底地震計による観測 

・GPS／音響測距結合方式による海底地殻変動観測の精度向上のための技術開発 

  音速構造トモグラフィを用いた手法 

ブイを用いた手法 

 

（４）その他の科学的な知見 

○津波堆積物や完新世地殻変動の調査 

 地質学的側面からみた地震調査研究においては、津波堆積物調査や完新世地

殻変動調査等の手法により、過去に発生した地震の履歴や多様性の把握につい

て成果が期待されている。特に、完新世地殻変動は巨大津波を発生させる大地

震の解明につながるものと考えられている。 

 

４．課題に対する調査観測項目 

 ここでは、３．の結果を踏まえつつ、課題毎に対応する強化すべき調査観測

項目を、優先すべき調査観測項目とその他の有効な調査観測項目に整理した。

なお、この整理に際しては、３．の結果及び東南海・南海調査観測計画で示さ

れた優先度を参考とした。 

 

目的Ⅰ．地殻活動の現状把握の高度化等地震発生前後の状況把握 

課題① 地震活動の現状把握の高度化 

＜優先すべき調査観測項目＞ 

海域におけるケーブル式海底地震計、自己浮上式海底地震計による地震観測 

陸域における高感度・広帯域地震観測 

 

＜その他の有効な調査観測項目＞ 

強震観測 

過去の地震・津波観測データによる調査 

 

課題② 地殻変動の現状把握の高度化 

＜優先すべき調査観測項目＞ 

GPS／音響測距結合方式等による海底地殻変動観測 

陸域における GPS 連続観測、水準測量による地殻変動観測 

人工衛星搭載型の合成開口レーダーによる面的地殻変動観測 

 

＜その他の有効な調査観測項目＞ 

過去の地殻変動観測データによる調査 
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重力観測 

歪計、傾斜計による地殻変動観測 

 

目的Ⅱ．長期的な地震発生時期、地震規模の予測精度の向上 

課題③ 地震の多様性の把握 

＜優先すべき調査観測項目＞ 

過去の地震・津波観測データによる調査 

古地震・古津波調査及び完新世地殻変動調査 

 

課題④ プレート境界地震の発生モデルの高度化 

＜優先すべき調査観測項目＞ 

プレート境界域及び島弧地殻の人工震源を用いた構造調査 

海域におけるケーブル式海底地震計、自己浮上式海底地震計による地震観測 

陸域における高感度・広帯域地震観測 

GPS／音響測距結合方式等による海底地殻変動観測 

陸域における GPS 連続観測、水準測量による地殻変動観測 

人工衛星搭載型の合成開口レーダーによる面的地殻変動観測 

 

＜その他の有効な調査観測項目＞ 

地震発生帯掘削 

電磁探査 

海域における地形・活断層調査 

過去の地震・津波観測データによる調査 

過去の地殻変動観測データによる調査 

観測井を用いた総合地殻変動観測 

地殻応力測定 

地下水位観測 

 

目的Ⅲ．強震動と津波の予測精度の向上 

課題⑤ 震源過程の推定 

＜優先すべき調査観測項目＞ 

過去の地震・津波観測データによる調査 

強震観測 

 

＜その他の有効な調査観測項目＞ 

過去の地殻変動観測データによる調査 

海域におけるケーブル式海底地震計、自己浮上式海底地震計による地震観測 

陸域における高感度・広帯域地震観測 
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GPS／音響測距結合方式等による海底地殻変動観測 

陸域における GPS 連続観測、水準測量による地殻変動観測 

人工衛星搭載型の合成開口レーダーによる面的地殻変動観測 

プレート境界域及び島弧地殻の人工震源を用いた構造調査 

地震発生帯掘削 

電磁探査 

海域における地形・活断層調査 

古地震・古津波調査及び完新世地殻変動 

 

課題⑥ 地下構造の把握と地震波伝播特性の把握 

＜優先すべき調査観測項目＞ 

強震観測 

プレート境界域及び島弧地殻の人工震源を用いた構造調査 

堆積平野の地下構造調査（既存の表層地盤データの収集、整理を含む） 

 

＜その他の有効な調査観測項目＞ 

重力観測 

過去の地震・津波観測データによる調査 

海域におけるケーブル式海底地震計、自己浮上式海底地震計による地震観測 

陸域における高感度・広帯域地震観測 

 

課題⑦ 津波の波源及び伝播特性の把握 

＜優先すべき調査観測項目＞ 

古地震・古津波調査及び完新世地殻変動調査 

過去の地震・津波観測データによる調査 

プレート境界域及び島弧地殻の人工震源を用いた構造調査 

 

＜その他の有効な調査観測項目＞ 

地震発生帯掘削 

海域における地形・活断層調査 

過去の地殻変動観測データによる調査 

電磁探査 

海域におけるケーブル式海底地震計、自己浮上式海底地震計による地震観測 

陸域における高感度・広帯域地震観測 

GPS／音響測距結合方式等による海底地殻変動観測 

陸域における GPS 連続観測、水準測量による地殻変動観測 

人工衛星搭載型の合成開口レーダーによる面的地殻変動観測 

海域における地形・活断層調査 



 20

津波観測 

 

課題⑧ 高度な津波観測と即時的波源モデルの推定 

＜優先すべき調査観測項目＞ 

リアルタイムの水圧計（津波計）観測 

３成分歪計等の観測機器を利用した地震観測 

  

５．優先すべき調査観測項目 

「４．課題に対する調査観測項目」の優先すべき観測項目を以下にまとめる。 

 

（１）地震観測 

海域におけるケーブル式海底地震計、自己浮上式海底地震計による地震観測 

陸域における高感度・広帯域地震観測 

 

（２）強震観測 

 

（３）地殻変動観測 

GPS／音響測距結合方式等による海底地殻変動観測 

陸域における GPS 連続観測、水準測量による地殻変動観測 

人工衛星搭載型の合成開口レーダーによる面的地殻変動観測 

 

（４）地殻構造調査 

プレート境界域及び島弧地殻の人工震源を用いた構造調査 

堆積平野の地下構造調査（既存の表層地盤データの収集、整理を含む） 

 

（５）過去の地震活動等の調査 

過去の地震・津波観測データによる調査 

古地震・古津波調査及び完新世地殻変動調査 

 

（６）高度な津波予測を目指した観測 

リアルタイムの水圧計（津波計）観測 

３成分歪計等の観測機器を利用した地震観測 

 

 

また、その他の有効な調査観測項目をまとめると、以下の通りである。 

過去の地殻変動観測データによる調査 

海域における地形・活断層調査 

地震発生帯掘削 
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歪計、傾斜計による地殻変動観測 

観測井を用いた総合地殻変動観測 

地殻応力測定 

地下水位観測 

電磁探査 

重力観測 

津波観測 

 

６．調査観測項目毎の強化の内容 

（１）地震観測 

①海域における地震観測 

 基盤的調査観測である陸域における高感度地震観測と同様に、想定震源域の

直上及びその周辺海域に約20km間隔の三角網を目安として均一に観測点を配置

し、同一地点で長期間にわたり観測を行うことが望ましい。 

○ケーブル式海底地震計  

ケーブル式海底地震計は、基盤的調査観測に位置付けられており、リアルタ

イムのデータ取得が、地震活動の把握に非常に有効であることを考慮し、その

整備に努める。 

なお、ケーブル式海底地震計を整備する際には、津波計の併設及び強震動観

測にも配慮する。 

○自己浮上式海底地震計 

地震活動度が相対的に高い領域、想定震源域の境界領域、想定されるアスペ

リティ及びその周辺域、地殻構造調査測線の周辺領域等については、より正確

な地震活動の把握、より詳細なプレート境界面の形状の把握やより詳細なプレ

ート境界面及びその周辺の構造の把握を行うとともに、それらの結果と地震活

動の対比を行うため、自己浮上式海底地震計により、高密度な観測を実施する

よう努める。 

自己浮上式海底地震計による地震観測については、多くの実施主体により行

われることが想定されるので、これらの調査観測を効果的・効率的に実施する

ことができるよう、関係機関は十分に連携を図る。 

 

②陸域における高感度・広帯域地震観測 

 想定震源域及びその境界領域におけるプレート間の結合の状況等を把握する

ため、ゆっくり地震（地震波を伴わずにプレート境界がすべる現象）のような

長周期の成分を含んだ地殻活動や小繰り返し地震の活動等、想定震源域で発生

している地震活動をより正確に把握することが重要である。この点を踏まえ、

基盤計画に示されている目標の達成のための高感度地震観測施設と広帯域地震

観測施設の整備を最優先とする。 
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さらに、基盤計画に示されている広帯域地震観測よりも、さらに長周期まで

観測可能で、微小振幅から大振幅までの地震波も捉えることができるリアルタ

イム観測システムを、開発・整備するよう努める。なお、観測点の設置に当た

っては、長周期成分のノイズを避けること等を目的として、沿岸域に中・深層

の観測井（1000～3000m 程度）を掘削し、設置するよう努める。 

 

（２）強震観測 

想定震源域及びその境界領域で発生している中規模（マグニチュード５程度）

以上の地震の震源過程の把握や、波形データの蓄積、地盤特性の抽出のため、

観測の強化を行うよう努める。 

陸域における高感度・広帯域地震観測の整備を行う際には、基盤計画と同様

に、その観測井を利用して、地下の基盤と地表に強震計を併設するよう努める。

また、ケーブル式海底地震計を整備する際には、強震動も観測できるよう配慮

する。 

巨大地震と大規模堆積層構造で生成励起される長周期地震動特性の把握を進

めるため、基盤観測に用いられている加速度型強震計より長周期帯域で精度の

高い速度型の強震計を用いた中規模地震の観測の強化を行う。また、堆積層の

影響を評価するために、堆積層と周辺の岩盤地域での長周期地震動の比較観測

も行うように努める。 

なお、大規模な平野や盆地等では、より集中的な強震観測を行うことが望ま

しい。 

 

（３）地殻変動観測 

①GPS／音響測距結合方式等による海底地殻変動観測 

 想定震源域及びその境界領域におけるプレート境界の変動に起因する地殻変

動を正確に把握するためには、その原因となるすべり等が発生している直上で

観測を実施することが重要である。海溝型地震の想定震源域は、その大部分が

海域であるため、海底での観測を実施することが必須である。この点を踏まえ、

当面は下記の方針で、観測の実施と精度向上のための技術開発を行うよう努め

る。 

○GPS／音響測距結合方式による海底地殻変動観測の実施 

 想定震源域及びその境界領域におけるプレート間の結合の状況等を把握する

ために、想定震源域の直上及びその周辺海域において、海底地殻変動観測を、

基盤計画で目標とするよりも高密度な観測点配置によって行うことを目標とし

つつ、優先的に実施するよう努める。なお、観測を実施する際には、大学や海

上保安庁等での技術開発の成果を取り入れる必要がある。また、陸域における

GPS 連続観測による地殻変動観測等との連携を図ることも考慮する。 

○精度向上のための技術開発 
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 より詳細に想定震源域及びその境界領域におけるプレート間の結合の状況等

を把握するためには、現状の GPS／音響測距結合方式による海底地殻変動繰り返

し観測精度（5～10cm）は決して十分なものではない。そのため、当面、観測シ

ステムの安定性の向上と、2～3cm の観測精度の長期再現性を目指した技術開発

を実施するよう努める。 

○水圧計（津波計）を利用した地殻変動観測の検討 

 津波計は、津波観測だけでなく地殻上下変動観測にも有効である可能性があ

る。地殻上下変動観測を目的とした水圧計の利用の検討を進めるよう努める。 

 

②陸域における GPS 連続観測、水準測量による地殻変動観測 

想定震源域におけるプレート間の結合の状況等を把握するため、プレート境

界における結合や準静的すべり等をより正確に把握することが重要である。こ

の点を踏まえ、基盤計画に示された陸域におけるＧＰＳ連続観測による地殻変

動観測の体制を維持しつつ、さらに高密度な観測を実施すること、具体的には、

地震発生確率の高い想定震源域周辺を優先に、東海地域に整備されているＧＰ

Ｓ連続観測網（約 15km 間隔）と同程度の観測点密度になるよう、観測点を整備

することに努める。ＧＰＳ連続観測点の整備に際しては、潮位観測点との併設

も考慮する。また、特異な地殻変動が現れた場合等には、必要に応じて、空間

分解能をさらに向上させるため、より高密度のＧＰＳ観測を機動的に行うよう

努める。 

地殻変動の上下成分を正確に把握するため、地震発生確率の高い想定震源域

周辺を優先に、水準測量の高頻度化を進める。 

地殻変動観測の信頼度を高めるため、GPS 連続観測の結果と合成開口レーダー

による面的地殻変動観測の結果を統合的に処理するよう努める。 

 

③人工衛星搭載型の合成開口レーダーによる面的地殻変動観測 

 想定震源域及びその境界領域におけるプレート間の結合の状況等を把握する

ためには、GPS 連続観測網からだけでは捉えられない微細な地殻変動を把握する

ことが重要であることから、合成開口レーダーにより面的な地殻変動を観測す

る必要がある。この点を踏まえ、当面は、定常的な地殻変動観測手法の開発を

早期に進め、今後打ち上げが予定されている陸域観測技術衛星（ALOS）等に搭

載される合成開口レーダーを利用した観測を実施し、関係地域において重点的

な解析に努める。また、将来にわたって継続的に衛星データを利用できるよう

関係機関で検討に努める。 

 

（４）地殻構造調査 

プレート境界域及び島弧地殻の人工震源を用いた構造調査 

○広角反射・屈折法調査 
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想定震源域及びその境界領域におけるプレート境界面の巨視的な形状や、想

定震源域と陸域間の地震波速度構造を明らかにするために、長測線の広角反

射・屈折法調査を実施するよう努める。 

○反射法調査 

分岐断層の分布とその形状、海山等のプレート境界浅部の形状や地震波の反

射強度分布の把握のために、反射法調査を実施する。想定震源域の境界領域等

の注目すべき領域については、より詳細な情報を得るために、三次元反射法調

査を実施するよう努める。 

 

（５）過去の地震活動等の調査 

①過去の地震・津波観測データによる調査 

 過去の地震・津波観測データを用いて過去に発生した地震の発生様式（複数

の想定震源域が連動して同時発生したか、単独で発生したか、津波地震であっ

たか等）を調査することは、海溝型地震の多様性を把握するうえで、重要であ

る。 

海溝型地震について、本震のみでなくその発生の前後も含め地震発生の一連

の過程を通しての地震活動の推移を把握することに努める。また、震源域及び

その境界領域で過去に発生していた中規模地震の震源過程の把握に努める。さ

らに、過去の地震観測データが散逸しないよう体系的に整理し、長期保存可能

な状態とするよう努める。 

 

②古地震・古津波調査及び完新世地殻変動調査 

 古地震等の調査も、海溝型地震の多様性を把握するうえで、重要である。地

震発生時期や発生様式に加え、過去の地震規模や津波の規模を明らかにするに

は、被害状況等の調査が重要であり、史料の調査を実施するよう努める。 

史料にない地震の調査には、地質学的調査（津波堆積物、完新世地殻変動、

考古遺跡の液状化痕跡、隆起海成段丘、深海底地震性堆積物等の調査）を実施

するよう努める。 

 

（６）高度な津波予測を目指した観測 

①リアルタイム水圧計（津波計）観測 

 沖合における水圧計（津波計）観測は、津波発生を直接的に観測できる手法

であることから、津波予測手法の確立を目的とした検討を進めるよう努める。 

 

②３成分歪計等の観測機器を利用した地震観測 

 2003 年十勝沖地震では、３成分歪計で地震断層の生成に伴う歪地震動をとら

えた。陸域における加速度、速度、変位に加え、歪による記録を用いることに
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より、津波予測精度の向上が期待でき、その手法の確立を目的とした検討を進

めるよう努める。 

 

７．海域における地震観測について 

海域における地震観測については、基盤計画、基盤の見直し等において、ケ

ーブル式海底地震計を面的に整備することとしている。しかし、海域における

調査観測の様々な困難から、その整備が遅れているのが現状である。 

このような状況の中、ケーブル式海底地震計の重要性は変わらないが、地震

発生確率が高く詳細な地震活動を継続的に把握する必要がある震源域について

は、当面、自己浮上式海底地震計を用いて継続的な観測を行う必要がある。 

また、ケーブル式海底地震計を用いた調査観測を行おうとする際の困難さの

要因として、整備に膨大な予算を要することがあげられる。これを克服するた

め新技術を採り入れたセンサー開発等、低コスト測器の技術開発が必要である。 

 

 



 26

Ⅳ．むすび 

本中間報告書は、現時点における活断層及び海溝型地震を対象とした基盤的

調査観測の補完調査計画及び重点的な調査観測計画をまとめたものである。今

後さらに、現在進められている調査観測から導かれる成果等を踏まえた見直し

を行い、最終的な報告とするが、基本的な考え方についての検討は、ほぼ尽く

されているものと考えており、本中間報告に沿った速やかな調査観測の実施が

望まれる。 
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日本海溝・千島海溝周辺の海溝型地震を対象とした重点的な調査観測 

 

 重点的な調査観測に関する計画については、調査観測計画部会において、平

成 15 年 6 月に「東南海・南海地震を対象とした調査観測の強化に関する計画（第

一次報告）」が策定された。また、一般的な海溝型地震を対象とした重点的な

調査観測の進め方については、調査観測計画部会が平成 15年 10月に設置した、

海溝型地震を対象とした重点的調査観測手法検討専門委員会（以下「海重点専

門委員会」という。）において議論され、平成 16 年 7 月に中間報告がとりまと

められる。 

平成 16 年 3 月、「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の

推進に関する特別措置法」が成立、同年 4月に公布された。同法には、日本海

溝・千島海溝周辺の海溝型地震に関する観測施設の整備に努めなければならな

いとの規定がある。このような状況を踏まえ、海重点専門委員会での日本海溝・

千島海溝周辺の海溝型地震に関する議論を基に、ここにその調査観測の考え方

について記すものである。 

 

１．日本海溝・千島海溝周辺の地震活動の特徴 

日本海溝・千島海溝周辺の地震活動については次のような特徴があり、調査

観測を行おうとする場合、これらを考慮する必要がある。 

・対象とする領域が広いこと、また、想定すべき震源域も多いこと 

・領域全体にわたって地震活動度が高いこと 

・以下のように地震発生様式が多様であること 

 ―津波地震等の長周期地震が発生していること 

 ―プレート内またはプレート境界を断裂する大きな地震が発生すること 

 ―同じ震源域において繰り返し発生する大地震（固有地震）については、そ

の平均活動間隔が短い地震があること 

 ―数百年を超える間隔で巨大津波を伴う地震が発生していること 

 

２．日本海溝・千島海溝周辺における重点的な調査観測の考え方 

 日本海溝・千島海溝周辺における優先すべき調査観測項目は、一般的な海溝

型地震を対象とした調査観測項目と同様と考えられる。また、観測の内容につ

いても基本的には同様となるが、１．で示した特徴を考慮し、日本海溝・千島

海溝周辺における重点的な調査観測を進めるに当たり、重視すべき考え方を以

下に記述する。 

（１）日本海溝・千島海溝周辺は広範囲にわたり地震活動が高く、一方で準静

的すべりが頻発することを考慮すると、広域的な観測を行い、基礎的データを

（別 添） 
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充実させる必要がある。なお、観測点の整備に当たっては、地震発生確率の高

い想定震源域等を優先する必要がある。 

（２）日本海溝・千島海溝周辺では、津波地震が発生していることを考慮する

と、長周期成分を含む地震を正確に捉えることを目的とした観測体制の整備が

重要である。このような地震を捉えるセンサーには、長周期成分の地震動に対

応していること、及び大きな揺れにも振り切れることのないようにダイナミッ

クレンジが広いこと等の性能が要求される。こうした観点を踏まえた、新しい

センサーの開発が必要である。 

（３）日本海溝・千島海溝周辺の海溝型地震については、平均活動間隔が短い

固有地震がある。これらの地震については、明治以降の近代的な地震・津波観

測によるデータが残っている可能性が高い。このような古い地震・津波観測デ

ータを用いた解析を行う必要がある。また、これらの古い地震観測データにつ

いては、散逸しないよう体系的に整理し、長期保存可能な状態とする必要があ

る。 

 

 

 

 

 

 

 



29 

地震調査研究推進本部政策委員会 
調査観測計画部会 

  
  
（部会長）   
  長 谷 川 昭  東北大学大学院理学研究科教授 
（委 員）   
  安 藤 雅 孝  名古屋大学大学院環境学研究科教授 
  石 井   紘  （財）地震予知総合研究振興会東濃地震科学研究所副首

席主任研究員 
  入 倉 孝次郎  京都大学副学長 
  大志万 直 人  京都大学防災研究所教授 
  岡 田 義 光  独立行政法人防災科学技術研究所企画部長 
  笠 原   稔  北海道大学大学院理学研究科教授 
  金 沢 敏 彦  東京大学地震研究所教授 
  金 田 義 行  独立行政法人海洋研究開発機構地球内部変動研究セン

タープレート挙動解析研究プログラムディレクター 
  工 藤 一 嘉  東京大学地震研究所助教授 
  熊 木 洋 太  国土地理院測地観測センター長 
  佐 藤 比呂志  東京大学地震研究所教授 
  佃   栄 吉  独立行政法人産業技術総合研究所研究コーディネータ 
  土 出 昌 一  海上保安庁海洋情報部技術・国際課長 
  西 出 則 武  気象庁地震火山部管理課長 
  平 田   直  東京大学地震研究所教授 
  本 蔵 義 守  東京工業大学副学長 

翠 川 三 郎  東京工業大学大学院総合理工学研究科教授



30 

地震調査研究推進本部政策委員会調査観測計画部会 
活断層を対象とした重点的調査観測手法等検討専門委員会 

  
  
（主 査）   
  平 田   直 東京大学地震研究所教授 
（委 員）   
  飯 尾 能 久  京都大学防災研究所助教授 
  伊 藤 谷 生  千葉大学理学部教授 
  今 泉 俊 文  東北大学大学院理学研究科教授 
  岩 崎 貴 哉  東京大学地震研究所教授 
  岩 田 知 孝  京都大学防災研究所助手 
  笠 原 敬 司  独立行政法人防災科学技術研究所防災研究情報センタ

ー長 
  纐 纈 一 起  東京大学地震研究所教授 
  鷺 谷   威  名古屋大学大学院環境学研究科助教授 
  佐 藤 比呂志  東京大学地震研究所教授 
  杉 山 正 憲  国土地理院地理調査部防災地理課長 
  杉 山 雄 一  独立行政法人産業技術総合研究所活断層研究センター長 
  東 郷 正 美  法政大学社会学部教授 
  都 司 嘉 宣  東京大学地震研究所助教授 
  中 田   高  広島大学大学院文学研究科教授 
  干 場 充 之  気象庁地震火山部地震予知情報課課長補佐 
  本 蔵 義 守  東京工業大学副学長 
  翠 川 三 郎  東京工業大学大学院総合理工学研究科教授 
  渡 辺 一 樹  海上保安庁海洋情報部技術・国際課地震調査官 



31 

地震調査研究推進本部政策委員会調査観測計画部会 
海溝型地震を対象とした重点的調査観測手法検討専門委員会 

  
  
（主 査）   
  長谷川   昭  東北大学大学院理学研究科教授 
（委 員）   
  安 藤 雅 孝  名古屋大学大学院環境学研究科教授 
  入 倉 孝次郎  京都大学副学長 
  岡 村 行 信  独立行政法人産業技術総合研究所海洋資源環境研究部

門海洋地質研究グループ長 
  小 原 一 成  独立行政法人防災科学技術研究所防災研究情報センタ

ー高感度地震観測管理室長 
  笠 原   稔  北海道大学大学院理学研究科教授 
  金 沢 敏 彦  東京大学地震研究所教授 
  金 田 義 行  独立行政法人海洋研究開発機構地球内部変動研究セン

タープレート挙動解析研究プログラムディレクター 
  島 崎 邦 彦  東京大学地震研究所教授 
  谷 岡 勇市郎  北海道大学大学院理学研究科助教授 
  都 司 嘉 宣  東京大学地震研究所助教授 
  橋 本 徹 夫  気象庁地震火山部地震予知情報課評価解析官 
  平 田   直  東京大学地震研究所教授 
  藤 田 雅 之  海上保安庁海洋情報部海洋調査課航法測地室主任衛星

測地調査官 
  藤 本 博 巳  東北大学大学院理学研究科教授 
  本 蔵 義 守  東京工業大学副学長 
  村 上   亮  国土地理院地理地殻活動研究センター地理地殻活動総

括研究官 
  山 中 浩 明  東京工業大学大学院総合理工学研究科助教授 
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今後の重点的な調査観測について（中間報告）に係る審議経過 

 

活断層 

平成 16 年１月 16 日 

第１回活断層を対象とした重点的調査観測手法等検討専門委員会 

平成 16 年３月 25 日 

第２回活断層を対象とした重点的調査観測手法等検討専門委員会 

平成 16 年５月 28 日 

第３回活断層を対象とした重点的調査観測手法等検討専門委員会 

平成 16 年７月９日 

第４回活断層を対象とした重点的調査観測手法等検討専門委員会 

 

海溝型地震 

平成 16 年１月 29 日 

第１回海溝型地震を対象とした重点的調査観測手法検討専門委員会 

平成 16 年３月８日 

第２回海溝型地震を対象とした重点的調査観測手法検討専門委員会 

平成 16 年４月 26 日 

第３回海溝型地震を対象とした重点的調査観測手法検討専門委員会 

平成 16 年６月 10 日 

第４回海溝型地震を対象とした重点的調査観測手法検討専門委員会 

平成 16 年７月 20 日 

第５回海溝型地震を対象とした重点的調査観測手法検討専門委員会 

 

 

調査観測計画部会 

平成 16 年７月 26 日 第 39 回調査観測計画部会 

 

 

 
 




